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リ コ ー ル 届 出 内 容 の 分 析 結 果 

平成１４年９月  

国土交通省自動車交通局  

 

  平成１３年度のリコール届出の傾向分析                   

 

１． 車種別リコール届出件数及び対象台数 

 

表－１ 車種(用途)別リコール届出件数及び対象台数 

 車種（用途）別 国産車 輸入車 合 計 

乗用車 件数 34(  39) 64(  54) 98(  93)

  対象台数 1926(1775) 353( 256) 2279(2031)

貨物車 件数 30(  37) 2(   2) 32(  39)

  対象台数 876( 265) 1(   0) 877( 265)

乗合車 件数 9(  19) 0(   0) 9(  19)

  対象台数 13(   4) 0(   0) 13(   4)

特殊車 件数 17(  17) 0(   1) 17(  18)

  対象台数 3(   5) 0(  0) 3(   5)

二輪車 件数 7(   5) 8(   6) 15(  11)

  対象台数 47(   5) 5(   3) 52(   8)

その他 件数 8(  8) 2(   1) 10(   9)

  対象台数 61(  97) 5(   0) 66(  97)

合計 件数 93( 112) 76(  64) 169( 176)

  対象台数 2926(2152) 364( 259) 3290(2411)

                 （対象台数の単位：千台） 

 （注）：合計件数が合わないのは、１届出で複数の車種にまたがる場合は件数をそれぞれの車種毎に計上

しているためである。 

     （ ）内は、平成 12 年度の値である。    

 

 リコール届出件数は、１６９件と前年度の１７６件に比べ７件減少（対前年比４％

減）したものの、過去２番目であり、高水準で推移している。また、リコール対象台

数は３，２９０千台で前年の２,４１１千台に比べ８７９千台の増加（対前年比３６％

増）で過去最高であった。 

リコール届出を車種(用途)別にみると、乗用車がリコール届出件数９８件（５４％）、

リコール対象台数２，２７９千台（６９％）で、貨物車は３２件（１８％）・８７７

千台（２７％）となっており、乗用車と貨物車を合わせると届出件数合計の７２％、

対象台数合計の９６％を占めている。 

  また、昨年度の届出件数と比較すると、乗用車（９３件→９８件）は増加している

が、貨物車（３９件→３２件）、乗合車（１９件→９件）は減少した。また、特殊車

（１８件→１７件）は昨年並みであった。 
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国産車では、届出件数（１１２件→９３件）は若干減少したが、対象台数（２，

１５２千台→２，９２６千台）については大幅に増加している。その主な要因は、

乗用車（１，７７５千台→１，９２６千台）、貨物車（２６５千台→８７６千台）

の届出対象台数が増加したためであり、軽自動車など比較的販売台数の多い車種が

対象となったことが影響している。 

  国産車を車種別にみると、乗用車が３４件（３２％）・１，９２６千台（６６％）、

貨物車は３０件（２９％）・８７６千台（３０％）、二輪車は７件（７％）・４７

千台（２％）、となっている。二輪車を除くと届出件数は、減少したが、対象台数

は乗用車、貨物車、二輪車とも大幅に増加した。 

 輸入車では、届出件数（６４件→７６件）、対象台数（２５９千台→３６４千台）

とも大幅に増加しており、このうち乗用車が６４件・３５３千台で対象台数全体の

９７％を占めている。 

    

２. 装置別リコール届出件数・割合   

 

表-2 装置別届出件数（全体） 

装置別 件数 割合（％） 

制動装置 32(37) 17(19) 

燃料装置 22(15) 12( 7) 

動力伝達装置 19(17) 10(10) 

原動機 18(44)  9(23) 

電気装置 17(16)  9( 8) 

緩衝装置 13(16)  7( 8) 

座席ベルト 12( 2)  6( 1) 

かじとり装置 10( 7)  5( 4) 

灯火装置  9( 2)  5( 1) 

その他 39(38) 20(19) 

合 計 191(194) 100(100) 

注： １届出で複数の装置に不具合がある場合は、それぞれの装置毎に集計した。 

（ ）内は、平成 12 年度の値である。 

 

  リコール届出を装置別に区分し、多い順にみると、制動装置、燃料装置、動力伝

達装置、原動機、電気装置、緩衝装置、座席ベルト、かじとり装置、灯火装置の順

であり、これらを合わせると１５２件（７９．５％）となっている。 

 前年度の届出件数と比較すると、全体では横ばい状態であったが、装置別では原

動機（４４件→１８件）については大幅に減少しているが、燃料装置（１５件→２

２件）、座席ベルト（２件→１２件）、灯火装置（２件→９件）については大幅に

増加している。 
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表-3 装置別届出件数（国産車） 

装置別 件数 割合（％） 

制動装置 18(26) 18(21) 

動力伝達装置 15(14) 15(12) 

原動機 10(25) 10(20) 

燃料装置  9( 8)  9( 7) 

電気装置  8(12)  8(10) 

かじとり装置  5( 1)  5( 1) 

緩衝装置  5( 8)  5( 7) 

灯火装置  5( 2)  5( 2) 

座席ベルト  3( 2)  3( 2) 

その他 23(23) 22(18) 

合 計 101(121) 100(100) 

 注： １届出で複数の装置に不具合がある場合は、それぞれの装置毎に集計した。 

    （ ）内は、平成 12 年度の値である。 

 

    国産車では、合計の件数が１２１件から１０１件と減少している。 

装置別の件数を多い順にみると、制動装置、動力伝達装置、原動機、燃料装置、電

気装置、かじ取り装置・緩衝装置・灯火装置、座席ベルトの順であり、これらを合

わせると７８件（７８％）となっている。 

 装置別の対前年度との件数を比較すると、制動装置（２６件→１８件）及び原動

機（２５件→１０件）の減少が顕著であり、全体的に減少した要因となっている。 

 

表-4 装置別届出件数（輸入車） 

装置別 件数 割合（％） 

制動装置 14(11) 16(15) 

燃料装置 13( 7) 14(10) 

電気装置  9( 4) 10( 5) 

座席ベルト  9( 0) 10( 0) 

原動機  8(19)  9(26) 

緩衝装置  8( 8)  9(11) 

かじ取り装置  5( 6)  6( 8) 

動力伝達装置  4( 3)  4( 4) 

灯火装置  4( 0)  4( 0) 

その他 16(15) 18(21) 

合 計 90(73) 100(100) 

 注： １届出で複数の装置に不具合がある場合は、それぞれの装置毎に集計した。 

    （ ）内は、平成 12 年度の値である。 

 



 - 4 - 

輸入車では、合計の件数が７３件から９０件と大幅に増加している。 

装置別の件数を多い順にみると、制動装置、燃料装置、電気装置、座席ベルト、原

動機、緩衝装置、かじ取り装置、動力伝達装置、灯火装置の順であり、これらを合

わせると７４件（８２％）となっている。 

 装置別の対前年度との件数を比較すると、原動機（１９件→８件）については大

幅に減少しているが、燃料装置（７件→１３件）及び座席ベルト（０件→９件）の

増加が顕著であったため、全体的に増加している。 
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３．不具合発生原因別の件数・割合 

（１）全体の概要 

  平成１３年度におけるリコール届出１６９件（不具合個所別１９１件）から、不

具合発生原因を設計又は製造に分類し、分析を行った。 

  リコール届出の不具合事例を発生原因別にみると、図－１のとおり設計に係る原

因に基づくものが１０１件で５３％、製造に係る原因に基づくものが９０件で４

７％となっている。 

 

図－１ リコール届出の不具合発生原因別件数・割合 

（全体、平成１3年4月～14年3月届出個所別） 

          

          
量産品の品質の見込み違い ( ２件 １％) 

           

       

性能 

（１６件８％）    
部品、材料の特性の不十分 ( ８件 ４％) 

            

           
使用環境条件の甘さ ( ６件 ３％) 

           

           
開発評価の不備 ( ８件 ４％) 

   

設計 

（１０１件５３％）    

耐久性 

（２０件１０％）     

          
実車相当テストの不十分  (１２件 ６％) 

           

           
評価基準の甘さ (６１件３２％) 

           

           
図面等の不備    ( １件 １％) 

      

設計自体 

（６５件３４％）

     

         
プログラムミス ( ３件 ２％) 

  総件数        

   （１９１件）       

          
作業員のミス (３７件１９％) 

           

          
マニュアルの不備 (１３件 ８％) 

       

作業工程 

（７４件３９％）     

           
製造工程変更 (１４件 ８％) 

            

          
作業管理不適切 (１０件 ５％) 

             

不
具
合
発
生
原
因 

           

   

製造 

（９０件４７％）    

機械設備 

（６件３％）     
保守管理の不備 ( ６件 ３％) 

            

           

       

工具・治具 

（４件２％）     
保守管理の不備 ( ４件 ２％) 

            

            

      

部品・材料 

（６件３％）   
管理の不備 ( ６件 ３％) 
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（２）国産車の概要 

  平成１３年度における国産車のリコール届出９３件（不具合個所別１０１件）か

ら、不具合発生原因を設計又は製造に分類し、分析を行った。 

  リコール届出の不具合事例を発生原因別にみると、図－２のとおり設計に係る原

因に基づくものが４３件で４３％、製造に係る原因に基づくものが５８件で５７％

となっている。 

 

図－２ リコール届出の不具合発生原因別件数・割合 

（国産車、平成１3年4月～14年3月届出個所別） 

          

          
量産品の品質の見込み違い ( １件 １％) 

           

       

性能 

（５件５％）    
部品、材料の特性の不十分 ( ３件 ３％) 

            

           
使用環境条件の甘さ ( １件 １％) 

           

           
開発評価の不備 ( ７件 ７％) 

   

設計 

（４３件４３％）    

耐久性 

（１２件１２％）     

          
実車相当テストの不十分  ( ５件 ５％) 

           

           
評価基準の甘さ (２３件２３％) 

           

           
図面等の不備 ( １件 １％) 

      

設計自体 

（２６件２６％）

     

         
プログラムミス ( ２件 ２％) 

  総件数        

   （１０１件）       

          
作業員のミス (２０件２０％) 

           

          
マニュアルの不備 (１０件１０％) 

       

作業工程 

（４６件４５％）     

           
製造工程変更 (１０件１０％) 

            

          
作業管理不適切 ( ６件 ６％) 

             

不
具
合
発
生
原
因 

           

   

製造 

（５８件５７％）    

機械設備 

（５件５％）     
保守管理の不備 ( ５件 ５％) 

            

           

       

工具・治具 

（３件３％）     
保守管理の不備 ( ３件 ３％) 

            

            

      

部品・材料 

（４件４％）   
管理の不備 ( ４件 ４％) 



 - 7 - 

（３）輸入車の概要 

  平成13年度における輸入車のリコール届出９０件から、不具合発生原因を設計又

は製造に分類し、分析を行った。 

  リコール届出の不具合事例を発生原因別にみると、図－３のとおり設計に係る原

因に基づくものが５８件で６４％、製造に係る原因に基づくものが３２件で３６％

となっている。 

 

図－３ リコール届出の不具合発生原因別件数・割合 

（輸入車、平成１3年4月～14年3月届出個所別） 

           

          
量産品の品質の見込み違い ( １件 １％) 

          

      

性能 

（１１件１２％）    
部品、材料の特性の不十分 ( ５件 ６％) 

            

            
使用環境条件の甘さ ( ５件 ６％) 

           

         
開発評価の不備 ( １件 １％) 

      

耐久性 

（８件９％）     

   

設計 

（５８件６４％） 

      
実車相当テストの不十分  ( ７件 ８％) 

           

            
評価基準の甘さ (３８件４２％) 

        

      

設計自体 

（３９件４３％）   
図面等の不備 （       ） 

           

          
プログラムミス ( １件 １％) 

  総件数        

   （９０件）       

          
作業員のミス (１７件１９％) 

           

          
マニュアルの不備 ( ３件 ３％) 

       

作業工程 

（２８件３１％）     

           
製造工程変更 ( ４件 ４％) 

            

          
作業管理不適切 ( ４件 ４％) 

          

      

不
具
合
発
生
原
因 

    

製造 

（３２件３６％）     

機械設備 

（１件１％）    
保守管理の不備 ( １件 １％) 

         

       

        

工具・治具 

（１件１％）    
保守管理の不備 ( １件 １％) 

         

        

      

部品・材料 

（２件２％）   
管理の不備 ( ２件 ２％) 
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原動機
１０件

設計
40%製造

60%

設計自体
30%

耐久性
10%
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60%

電気装置
８件

設計
50%

製造
50%
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25%

作業工程
50%

（４）装置別発生原因の割合（国産車） 

 装置別の不具合件数が比較的多かった、制動装置(１８件)、動力伝達装置(１５

件)、原動機(１０件)、燃料装置(９件)、電気装置(８件)について、不具合原因別

に分類したものを図４から図８に示す。 

 制動装置の不具合は、設計に係わる原因が２８％で製造に係わる原因が７２％、

動力伝達装置の不具合は、設計に係わる原因が５３％で製造に係わる原因が４７％、

原動機の不具合は、設計に係わる原因が４０％で製造に係わる原因が６０％、燃料

装置の不具合は、設計に係わる原因が６７％で製造に係わる原因が３３％、電気装

置の不具合は、設計に係わる原因が５０％で製造に係わる原因が５０％となってい

る。 
 
 
 
図－４ 制動装置の不具合原因      図－５ 動力伝達装置の不具合原因       図－６ 原動機の不具合原因 
0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－７ 燃料装置の不具合原因             図－8 電気装置の不具合原因 
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設計
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性能
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耐久性
7%

設計自体
33%
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33%
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燃料装置
１３件

設計
54%

製造
46%

作業工程
46%

設計自体
31%

性能
23%

（５）装置別発生原因の割合（輸入車） 

  装置別の不具合件数が比較的多かった、制動装置(１４件)、燃料装置(１３件)

について、不具合原因別に分類したものを図９及び図１０に示す。 

 制動装置の不具合は、設計に係わる原因が９３％で製造に係わる原因が７％、燃

料装置の不具合は、設計に係わる原因が５４％で製造に係わる原因が４６％となっ

ている。 
 
 

図－９ 制動装置の不具合原因        図－１０ 燃料装置の不具合原因 

制動装置
１４件
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製造
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性能
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部品・材料
7%
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（６）設計に係る原因の内訳と事例（国産車） 

設計に係る原因の内訳をみると、評価基準の甘さ等設計自体にミスがあったもの

が、２６件（２６％）で一番多く、ついで、開発評価の不備等耐久性の評価が不十

分なものが１２件（１２％）、使用環境条件の甘さ等性能評価が不十分なものが５

件（５％）の順となっている。 

また、設計自体にミスがあったものの中でも、評価基準の甘さが２３件と全体の

２３％を占めている。 

なお、前年度の件数と比較すると、評価基準の甘さ（４１件→２３件）の減少が

顕著であり、全体の件数（６６件→４３件）も大幅に減少している。 

  平成13年度の代表的な事例を以下に示す。 

 

① 設計自体にミス（評価基準の甘さ）があったものの例 
ｲ．不 具 合 の 内 容 ：アクセルペダルピンとアクセルケーブルエンドを固定

しているケーブルエンドグリップの嵌め合い寸法が不

適切なため、嵌合部が滑らかに回転せず、インナーケー

ブルが屈折、折損し、走行不能に至る。 

  リコール対象台数：１１０，３２３台 
  不 具 合 原 因 ：ケーブルエンドグリップの嵌め合い部の回転を考慮し

た設計となっていなかった。 

 
ﾛ．不 具 合 の 内 容 ：自動変速機内部のベアリングテーナープレートを固定

するボルトの締付力が不足しているため、当該ボルトが

緩み、脱落し、リダクションギヤに噛み込み又はミッシ

ョンケースが破損して、オイルが漏れて、走行不能に至

る。 

  リコール対象台数：１０３，７３６台 
  不 具 合 原 因 ：変速機への振動、熱変化を考慮した設計となっておら

ず、当該ボルトの締付規定トルクが不足していた。 

 
ﾊ．不 具 合 の 内 容 ：前照灯操作スイッチ部の配線用端子の表面処理が不適

切なため、前照灯の切り替え操作を行うと当該端子の嵌

合部が動くことにより接触抵抗が増大となり、接続カプ

ラーが溶け導通不良となり、前照灯不灯に至る。 

  リコール対象台数：７９，６０５台 
  不 具 合 原 因 ：前照灯の切替操作頻度や点灯時間を考慮した配線端子

の表面処理の設計となっていなかった。 
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② 耐久性の評価（開発時の評価）が不十分な事例 
ｲ．不 具 合 の 内 容 ：過給機のない電子制御式燃料噴射方式の原動機に使用

している燃料ホースの材質が不適切なため、高温により

当該ホースの柔軟性が低下し、原動機の振動等により、

当該ホースと燃料噴射装置の結合部から燃料がもれ、火

災に至る。 

  リコール対象台数：２０５，３７６台 
  不 具 合 原 因 ：当該燃料ホースの材質の設定が使用環境を考慮したも

のとなっていなかった。 

  
ﾛ．不 具 合 の 内 容 ：原動機のカム駆動用タイミングチェーンのテンション

ガイドの強度が不足しているため、チェーンの共振によ

り当該ガイドが破損し、破片がスプロケットに噛み込ん

で原動機が停止し、再始動不能に至る。 

  リコール対象台数：４１，８０２台 
  不 具 合 原 因 ：当該テンションガイドの強度設定が使用条件に応じた

評価がされていなかった。 
 

（７）製造に係る原因の内訳と事例（国産車） 

製造に係る原因の内訳をみると、作業工程の管理が不十分であったものが４６件

（４５％）と一番多く、ついで機械設備の保守管理が不十分なものが５件（５％）、

部品・材料の管理の不備なもの及び工具・治具の保守管理が不十分なものがそれぞ

れ４件（４％）、３件（３％）の順となっており、作業工程の管理が不十分であっ

たものの中でも、作業員のミスが２０件と全体の２０％を占めている。 

 なお、昨年度の件数と比較すると、マニュアルの不備（１９件→１０件）及び作

業管理不適切（１０件→６件）については減少したものの、作業員のミス（１１件

→２０件）、製造工程不適切（６件→１０件）及び部品・材料の管理の不備なもの

（１件→４件）が増加したため、全体の件数（５５件→５８件）もやや増加してい

る。 

平成１３年度の代表的な事例を以下に示す。 

 

① 作業工程の管理が不十分な事例 
ｲ．不 具 合 の 内 容 ：運転者座席ベルトにおいて、ベルトバックル内の台座

の製造方法が不適切なため、ベルト締結時にロック機構

が正常に作動せず、荷重がかかった時にベルトが外れて

乗員を拘束できなくなる。 
  リコール対象台数：３８２，１５２台 
  不 具 合 原 因 ：台座の金型整備のおける金型セット不良 
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ﾛ．不 具 合 の 内 容 ：前照灯切り替えスイッチにおいて、当該スイッチの端

子の組み付け方法が不適切のため、切り替え操作の際の

通電により接点部が摩耗し、接点部が導通不良となり、

すれ違い用前照灯不灯に至る。 

  リコール対象台数：３８２，１５２台 
  不 具 合 原 因 ：作業時にすれ違い前照灯側の板ばねを曲げ、更にカシ

メ時に押さえつけて組み付け、当該板ばねに段差を発生

させたもの。 

 
ﾊ．不 具 合 の 内 容 ：燃料蒸発ガス抑止装置の大気開放口が製造時に開放さ

れていないため、燃料タンク内の圧力変動により、当該

燃料タンク上部に亀裂が発生し、燃料が漏れる。 
  リコール対象台数：１７３，０２５台 
  不 具 合 原 因 ：燃料蒸発ガス抑止装置の大気開放口を製造時に開放す

る作業を行わなかった。 
 
ﾆ．不 具 合 の 内 容 ：アクセルケーブルの固定方法が不適切なため、アクセ

ルケーブルがフレーム上面から落ちて左前輪ブレーキ

パイプと接触し、原動機の振動により当該ブレーキパイ

プが損傷し、ブレーキ液が漏れ、制動力が低下する。 
  リコール対象台数：８４，２０６台 
  不 具 合 原 因 ：他の部品組付け作業時にアクセルケーブルを移動し、

指定している場所（フレーム上面）から落とし、そのま

ま出荷したもの。 

※改善は、固定クリップの追加するとともに損傷の場合

は交換 

 
② 機械設備の管理が不十分な事例 
ｲ．不 具 合 の 内 容 ：ホイールボルトの熱処理が不適切のため、当該ボルト

が折損し、車輪の脱落に至る。 
  リコール対象台数：１０１，５７１台 
  不 具 合 原 因 ：ホイールボルトを熱処理する機械設備等の製造条件管

理（熱処理管理）不適切 
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図－11 国産車の生産開始から不具合初報までの期間 

図－12 国産車の不具合の初報入手からリコール届出までの期間 

４．国産車の生産開始から不具合発生並びにリコール届出までの期間 

 

(１)    生産開始から不具合の初報までの期間  
  

自動車メーカーが、自動車を生

産開始してからリコールに結び

つく最初の不具合情報（初報）が

ユーザー等からメーカーに寄せ

られるまでの期間について、まと

めたのが図－１１である。 

生産開始から不具合発生まで

の期間は、昨年と比較するとやや

長くなる傾向があり、１年以内に

発生したものが３５．６％と一番

多いものの、昨年の４７％に比べ

ると約１１％低下しているが、２

年以内で比較すれば６６．３％と

昨年の６５％に比べ１．３％増加

しており、大半（８１．２％）の

ものが３年以内に発生しており、

昨年とほぼ同程度であった。また、

５年を超えるものも１０．９％と

昨年の８％に比べ３％の増加となっている。 

 

（２）不具合の初報入手からリコール届出までの期間 

  

ユーザー等からの最初の不具合

情報（初報）を入手してからリコー

ル届出するまでの期間について、ま

とめたのが図－１２である。 

不具合発生からリコール届出ま

での期間についてみると、２ヶ月以

内２３．８％、２～４ヶ月以内２６．

７％、４～６ヶ月以内８．９％と６

ヶ月以内に届出されるものが５９．

４％と大半を占めている。 

 また、６ヶ月以内に届出されるも

のを昨年と比較した場合、５９％か

ら５９．４％と、ほぼ横ばい状態で

ある。また１年を超えるものも、昨

年の１７％から１６．８％で横ばい

状態である。 
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５．リコール対象車の回収状況 

  

表-5 リコール平均回収率 

届出年度 国産車 輸入車 

13 62% 69% 

12 76% 80% 

11 92% 92% 

10 90% 89% 

 注：平均回収率は、リコール届出から平成１４年３月末までの累計である。 

 

 リコール届出後の改善措置の平均回収状況は、届出の年度については、国産車６

２％（輸入車６９％）と回収率は低いものの、２年度と３年度の回収率は徐々に上が

って、２年度で７６％（輸入車７８０％）、３年度には９２％（輸入車９２％）に達

している。 

 なお、車検時等の機会を利用してユーザー等に注意喚起することにより、さらに回

収率を向上させることとし、最終的にほぼ１００％の回収を目指している。 
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参考1  最近5年間のリコール届出の傾向（平成9年度～13年度） 

 

1.リコール届出件数及び対象台数の推移（平成9年度～13年度） 

 

図－13 リコール対象台数及び届出件数の年度別推移 
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2. 国産車・輸入車別リコール届出件数及び対象台数 

 平成９年度から平成１３年度までのリコール届出件数及び対象台数は、表－６のと

おりであり、届出件数については国産車は減少したが、輸入車は若干増加した。 

 また、対象台数については国産車、輸入車とも大幅に増加した。この結果、平成１

３年度の対象台数が過去最高となり、届出件数、対象台数とも増加傾向にある。 

 

表-6 国産車・輸入車別リコール届出件数及び対象台数 

国   産   車     輸  入  車      合      計    事項 

年度 件 数 対象台数 件 数 対象台数 件 数 対象台数 

9 42 2,355,792 41 229,227 83 2,585,019 

10 44 680,216 49 448,935 93 1,129,151 

11 58 1,616,215 74 255,875 132 1,872,090 

12 112 2,151,728 64 259,112 176 2,410,840 

13 93 2,926,499 76 364,378 169 3,290,877

合計 349 9,730,450 304 1,557,527 653 11,287,977
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３．車種別リコール届出件数及び対象台数 

 

リコール届出を車種(用途)別にみ

ると、国産車では、乗用車が１３７

件・６，９２９千台で対象台数全体の

７２％、同様に貨物車は１２５件・２，

４７６千台で２６％となっている。 

 また、輸入車では、乗用車が２５５

件・１，５２９千台で対象台数全体の

９８％を占めている。 

                                      

                                      

 

 

 

 

 

４．装置別リコール届出件数・割合 

 

リコール届出を装置別に区分し多

い順にみると、全体では原動機が１

４５件・１９％、制動装置が１２７

件・１７％、燃料装置が７７件・１

０％の順となっている。 

 国産車は、制動装置、原動機、動

力伝達装置の順で合わせて１９０

件・４９％を占めており、輸入車は、

原動機、制動装置、燃料装置の順で

合わせて１７０件・４７％を占めて

いる。 

                                                                        

表－７ 車種(用途)別リコール届出件数 

及び対象台数（平成9～13年度計） 

車種(用途)別  国産車  輸入車    計 

件数     137    255    392乗用車

対象台数  6,929  1,529   8,458

件数     125       7     132貨物車

対象台数   2,476       2   2,478

件数     132      43     175その他

対象台数     325      27     352

件数     394     305     699合 計

対象台数   9,730   1,558  11,288

（対象台数の単位：千台）

注：１届出で、複数の車種にまたがる場合の件数は、

各車種毎に集計した。 

表－８ 装置別リコール届出件数  (平成9～13年度計)

  装 置 別  国産車  輸入車    計 

原動機    ６５ 

(１７％)

   ８０ 

(２２％) 

 １４５

(１９％)

制動装置    ７４ 

(２０％)

   ５３ 

(１４％) 

 １２７

(１７％)

燃料装置    ４０

(１０％)

   ３７ 

(１０％) 

   ７７

(１０％)

電気装置    ３２ 

( ８％)

   ３２ 

( ９％) 

   ６４

( ９％)

動力伝達装置    ５１ 

(１４％)

  １１ 

( ３％) 

  ６２ 

( ８％)

その他の装置  １２３ 

(３２％)

 １５２ 

(４２％) 

 ２７５

(３７％)

 合  計  ３８５ 

( 100％)

 ３６５ 

( 100％) 

 ７５０

( 100％)

注：１届出で複数の装置に不具合がある場合は、

各装置毎に集計した。 
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５．車種別のリコール率 

最近５年間（平成９年度から平成１３年度までの計）における車種別（登録自動

車（乗用車、貨物車、乗合車、その他）、軽自動車、二輪車）のリコール対象台数

の累計を保有車両数で除したもの（以下「リコール率」という。）を表－９に示す。 

  

表－９  最近５年間の車種別リコール率(平成9～13年度届出事例) 

区  分 届出件数 対象台数 (千台) 保有車両数 (千台) リコール率(％) 

 国 産 車  １１５    ５，３１５      ３９，３１４    １３．５ 

 輸 入 車  ２５５    １，５２９        ３，０５１    ５０．１ 

乗

用

車   計  ３７０    ６，８４４      ４２，３６５    １６．２ 

 国 産 車  １０１        ８８３       ８，０８２    １０．９ 

 輸 入 車      ７            ２              ２４      ８．３ 

貨

物

車   計  １０８        ８８５        ８，１０６    １０．９ 

 国 産 車    ９６          ５２        １，６６７      ３．１ 

 輸 入 車     ９            ６            １７０      ３．５ 

そ 

の 

他   計  １０５          ５８        １，８３７      ３．２ 

 国 産 車  ３１２    ６，２５０      ４９，０６３    １２．８ 

 輸 入 車  ２７１    １，５３７        ３，２４５    ４７．４ 

  

登 

 

録 

 

自 

  

動 

  

車  

計 

  計  ５８３    ７，７８７      ５２，３０８    １４．９ 

 国 産 車   ４６    ３，２０７      ２０，０２４    １６．０ 

 輸 入 車      ０            ０                ０      ０ 

 

軽自動 

車   計    ４６    ３，２０７      ２０，０２４    １６．０ 

 国 産 車    ２３       ８４        ２，８６３      ２．９ 

 輸 入 車    ３４          ２１            １５１    １３．９ 

 

二輪車 

  計    ５７        １０５        ３，０１４      ３．５ 

 国 産 車  ３８１   ９，５４１      ７１，９５０    １３．３ 

 輸 入 車  ３０５   １，５５８        ３，３９６    ４５．９ 

 

合 計 

  計  ６８６  １１，０９９      ７５，３４６    １４．７ 

 注：１．リコール率は、各メーカー別の最近５年間のリコール対象台数を各区分別の保有車両数 

（平成13年３月末現在）で除して求めた。（原動機付自転車を除く。） 

   ２．届出件数で、複数の車種にまたがる場合には、各区分毎に集計しているため、合計数字と

異なる。 

     ３．保有台数は、(社)自動車検査登録協力会及び(社)全国軽自動車協会連合会の集計数字（小

型特殊自動車及び原動機付自転車を除く。）から求めた。 

４．軽自動車は、軽乗用車及び軽貨物車の合計である。 

５．二輪車は、小型二輪車及び軽二輪車の合計である。  

 

これによると、リコール率は、車種によって大きな差があるが、全体の平均では、

１４．７％となっている。 

また、国産車のリコール率は１３．３％、輸入車のリコール率は４５．９％とな

っており、輸入車の乗用車では半数が対象となっている。 
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６．不具合発生原因別の件数・割合（国産車） 

最近の５年間における国産車のリコール届出３８５件から、不具合発生原因を設

計又は製造に分類し、分析を行った。 

発生原因別(設計・製造)の年度毎の推移は表－１０のとおりである。 

リコール届出の不具合事例を発生原因別にみると、図－１４のとおり設計に係る

原因に基づくものが２０１件で５２％、製造に係る原因に基づくものが１８４件で

４８％となっており、ほぼ同数であった。 

 

表－１０ 発生原因（設計・製造）別推移 

  年 度   Ｈ９   Ｈ10   Ｈ11   Ｈ12     Ｈ13 ９～13計 

 件数    ３０    ２５    ３７    ６６     ４３   ２０１ 設計 

 比率    ５６    ５１    ６２    ５５     ４３     ５２ 

 件数    ２４    ２４    ２３    ５５     ５８   １８４ 製造 

 比率    ４４    ４９    ３８    ４５     ５７     ４８ 

合計 (件数)    ５４    ４９    ６０  １２１   １０１     ３８５ 
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                図－１４ リコール届出の不具合発生原因別件数・割合  

                       （国産車、平成９～13年度届出事例） 
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装置別の不具合件数が比較的多かった、制動装置(７７件)、原動機(６０件)、動力伝

達装置(５２件)について、不具合原因別に分類したものを図－１５から図－１７に示

す。制動装置の不具合は、設計に係わる原因が３８％で製造に係わる原因が６２％と

製造原因が多くなっているが、原動機及び動力伝達装置の不具合は、設計に係る原因

がそれぞれ６２％、５４％で、製造に係る原因がそれぞれ３８％、４６％と設計原因

が多くなっている。 

 

 

 

図－15 制動装置の不具合原因                    図－16 原動機の不具合原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－17  動力伝達装置の不具合原因 
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図－19 国産車の不具合の初報入手からリコール届出までの期間（平成13・平均） 

図－18 国産車の生産開始から不具合初報までの期間（平成13・平均） 

７． 国産車の生産開始から不具合発生並びにリコール届出までの期間 

 

(1) 生産開始から不具合の初報までの期間 

 

自動車メーカーが自動車を生産

開始してから最初の不具合情報

（初報）がユーザー等からメーカ

ーに寄せられるまでの期間につい

て、１３年と平成８年から１２年

までの５年平均を比較したものを

図－１８に示す。この結果から１

３年は過去５年の平均と比較して

やや長くなっている傾向がある。

特に１年以内に発生したものが一

番多いものの、過去５年平均の４

４．６％に比べ、３５．６％と９％

低下している。しかし、２年以内

で比較すれば過去５年平均の６３．

３％から６６．３％と３％増加し

ており、大半（７８．５％）のも

のが３年以内に発生している。 

 

 

 

 

 (2) 不具合の初報入手からリコール届出までの期間 

 

ユーザー等からの最初の不具合

情報（初報）を入手してからリコ

ール届出するまでの期間について、

１３年と平成８年から１２年まで

の５年平均を比較したものを図－

１９に示す。 

この結果から、２ヶ月以内２３．

８％、２～４ヶ月以内２６．７％、

４～６ヶ月以内８．９％と６ヶ月以

内に届出されるものが５９．４％と

大半を占めている。 

また、６ヶ月以内に届出されるも

のが過去５年平均と比較した場合、

６０．４％から５９．４％と１．０％

低下している。 
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「参考２」 

 

 リコール届出全体の傾向分析   （昭和44年度から平成13年度：33年間） 

 

１．リコール対象台数の推移 

リコール対象台数の推移は図－２０及び表－１１のとおりである。 

 

リコール対象台数及び届出件数の年度別推移
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図－20 リコール対象台数の年度別推移 （昭和44年度から平成13年度までの33年間） 

    注：昭和４４年度は、リコール制度が創設された年であり、積年の届出がなされている。 

 

２．国産車・輸入車別リコール届出件数及び対象台数 

  昭和４４年度から平成１３年度までの３３年間の国産車・輸入車別のリコール届

出件数及び対象台数を表－１１に示す。 

  国産車の届出総件数及び総対象台数は８１９件・３，１８２万台であり、これに

対して輸入車は９３７件・３０１万台となっており、国産車はリコール届出総件数

でみると全体の４７％であるが、総対象台数でみると全体の９１％を占めている。 
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表-11 国産車・輸入車別のリコール届出件数及び対象台数の年度別件数 

                     （昭和44年度～平成13年度） 

　　　事項 　　　国　　産　　車 　　　輸　　入　　車 　 　　合　　 　　 　　計

年度 件　数 対象台数 件　数 対象台数 件　数 対象台数

44 76 2,561,623 89 8,610 165 2,570,233

45 24 1,495,096 10 2,078 34 1,497,174

46 10 794,893 8 1,955 18 796,848

47 16 190,695 15 4,769 31 195,464

48 6 662,877 12 6,412 18 669,289

49 6 108,887 7 2,889 13 111,776

50 8 56,342 13 3,670 21 60,012

51 9 151,518 11 3,399 20 154,917

52 15 1,675,857 7 7,958 22 1,683,815

53 21 710,252 11 8,942 32 719,194

54 8 189,477 9 5,551 17 195,028

55 17 502,331 7 13,117 24 515,448

56 12 460,925 6 11,425 18 472,350

57 15 467,577 6 5,277 21 472,854

58 20 470,907 8 1,877 28 472,784

59 11 585,767 8 28,481 19 614,248

60 6 138,397 21 26,377 27 164,774

61 10 176,305 20 9,841 30 186,146

62 23 1,323,055 25 78,238 48 1,401,293

63 15 632,721 28 123,658 43 756,379

元年 18 1,044,198 27 35,827 45 1,080,025

2 17 1,266,116 40 70,040 57 1,336,156

3 32 1,341,101 54 203,487 86 1,544,588

4 16 1,026,896 42 251,344 58 1,278,240

5 21 369,806 34 122,009 55 491,815

6 14 1,722,353 36 119,721 50 1,842,074

7 10 52,880 35 101,337 45 154,217

8 14 1,913,722 44 192,645 58 2,106,367

9 42 2,355,792 41 229,227 83 2,585,019

10 44 680,216 49 448,935 93 1,129,151

11 58 1,616,215 74 255,875 132 1,872,090

12 112 2,151,728 64 259,112 176 2,410,840

13 93 2,926,499 76 364,378 169 3,290,877

合計 819 31,823,024 937 3,008,461 1,756 34,831,485  
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３．リコール率の日米比較 

  日米における自動車のリコール対象台数と保有台数で比較してみると、表－1２

のとおりとなり、日本は米国の１／４強程度となっている。 

  比較は、平成８年から平成１２年までの５年間のリコール対象台数を平成１２年

１２月末の保有台数で除して求めた数字（日本：１２．３、米国：４４．０）によ

り行った。 

 

                表－1２ リコール率の日米比較                （単位：千台） 

  国別   件 数  対 象 台 数 (A)   保有車両数(B) リコール率(A/B)

 日 本    ５１５    ９，３０１    ７５，８６５    １２．３ ％

 米 国 １９４３   ９７，５４８   ２２１，４７４    ４４．０  ％

  


